
1 
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2024年 4月 1日 

株式会社ダイフク 
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2024年４月１日 

                                株式会社 ダイフク 

                              代表取締役社長 下代 博 

 

吸収合併に係る事後開示書面 

 

 当社は、2024年４月1日を効力発生日として、当社を吸収合併存続会社、株式会社岩崎製

作所を吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下、「本合併」といいます。）を行いました。  

 当社は、本合併に関し、会社法第801条及び同法施行規則第200条に基づき、下記のとお

り開示いたします。 

 

１．吸収合併が効力を生じた日 

  2024年４月１日 

 

２．吸収合併消滅会社における吸収合併の差止請求、反対株主の株式買取請求及び新株

予約権買取請求並びに債権者の異議に関する手続の経過 

 （1）吸収合併の差止請求 

   吸収合併消滅会社は、当社の完全子会社であったため、反対株主の差止請求につい

て該当事項はありません。 

 

 （2）反対株主の株式買取請求 

   吸収合併消滅会社は、当社の完全子会社であったため、反対株主の株式買取請求に

ついて該当事項はありません。 

 

（3）新株予約権買取請求 

   吸収合併消滅会社は、新株予約権を発行しておらず、該当事項はありません。 

 

 （4）債権者の異議 

   吸収合併消滅会社に対し、異議を述べた債権者はありませんでした。なお、吸収合併

消滅会社は、2024年２月１日付で官報及び日刊工業新聞に公告を行いました。 

 

３．吸収合併存続会社における吸収合併の差止請求、反対株主の株式買取請求及び債権

者の異議に関する手続の経過 

 （1）吸収合併の差止請求 

   簡易合併（会社法第796条第２項）のため、吸収合併存続会社に対し、株主の吸収合併

の差止請求は認められておりません。 

 

 （2）反対株主の株式買取請求 

   簡易合併（会社法第796条第２項）のため、吸収合併存続会社に対し、反対株主の株式
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買取請求は認められておりません。 

 

（3）債権者の異議 

   吸収合併存続会社に対し、異議を述べた債権者はありませんでした。なお、吸収合併

存続会社は、2024年２月１日付で官報及び電子公告により公告を行いました。 

 

４．吸収合併により吸収合併存続会社が吸収合併消滅会社から承継した重要な権利義務

に関する事項 

  吸収合併存続会社は、本合併の効力発生日である2024年４月１日をもって、吸収合併消

滅会社からその資産、負債その他の権利義務の一切を引き継ぎました。 

 

５．会社法第782条第１項の規定により吸収合併消滅会社が備え置いた書面に記載された

事項 

  別紙のとおりであります。 

 

６．吸収合併の変更の登記をした日 

  2024年４月１日（予定） 

 

７．上記のほか、吸収合併に関する重要な事項 

  該当事項はありません。 

以上 
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吸収合併に係る事前開示書面 

（会社法第 782 条第 1 項及び 

会社法施行規則第 182 条に基づく事前備置書面） 

2024 年 2 月 1 日 

株式会社岩崎製作所 

(別紙)
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2024 年 2 月 1 日 

株式会社岩崎製作所 

代表取締役 二木 正浩 

吸収合併に係る事前開示書面 

 

 当社は、2023 年 9 月 28 日の取締役会決議を経て、2024 年 4 月 1 日を効力発生日として、当社の完全

親会社である株式会社ダイフクを吸収合併存続会社（以下、「甲」といいます。）、当社を吸収合消滅会社

とする吸収合併（以下、「本合併」といいます。）を行うことといたしました。つきましては、下記のとおり、会

社法第 782 条第 1 項及び会社法施行規則第 182 条の定めに従い、吸収合併契約の内容その他の他法

務省令に定める事項を開示いたします。 

 なお、本合併は、当社においては略式合併（会社法第 784 条第 1 項）、甲においては簡易合併（会社法

第 796 条第 2 項）にあたるため、それぞれ合併契約承認の株主総会を開催いたしません。 

 

１．吸収合併契約の内容（会社法第 782 条第 1 項第 1 号） 

  2023 年 9 月 29 日付で締結した吸収合併契約の内容は別紙１のとおりです。 

 

２．合併対価の相当性に関する事項（会社法施行規則第 182 条第 1 項第 1 号） 

  完全親子会社間の合併につき、合併対価の交付を行いません。 

 

３．合併対価について参考となるべき事項（会社法施行規則第 182 条第 1 項第 2 号） 

  完全親子会社間の合併につき、合併対価の交付はありません。 

 

４．吸収合併消滅会社の新株予約権の定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第 182 条第 1 項第

3 号） 

  当社は、新株予約権を発行しておりません。 

 

５．計算書類等に関する事項（会社法施行規則第 182 条第 1 項第 4 号） 

【吸収合併存続会社】 

(1) 最終事業年度に係る計算書類等 

甲は、有価証券報告書及び四半期報告書を関東財務局に提出しております。最終事業年度に係

る計算書類等については、「金融商品取引法に基づく有価証券報告書等の開示書類に関する電

子開示システム（EDINET）」又は甲の下記 Web サイトよりご覧いただけます。 

https://www.daifuku.com/jp/ir/stock/notice/ 

 

(2) 最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

該当事項はありません。 

 

https://www.daifuku.com/jp/ir/stock/notice/
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(3) 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状

況に重要な影響を与える事象の内容 

別紙 2 のとおりです。 

 

【吸収合併消滅会社】 

最終事業年度に係る計算書類等 

別紙 3 のとおりです。 

 

６．吸収合併が効力を生じる日以降における吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関する事項（会

社法施行規則第 182 条第 1 項第 5 号） 

  本吸収合併効力発生日後の甲の資産の額は、負債の額を十分に上回ることが見込まれます。また、

本合併の効力発生日までに資産及び負債の状態に重要な変動が生じる事態は現在のところ予測され

ておらず、本合併後も甲の資産の額は負債の額を十分に上回ることが見込まれております。さらに、本

合併後の甲の収益状況について、甲の債務の履行に支障を及ぼすような事態は、現在のところ、認識

されていません。 

以上より、甲は、本合併の効力発生以降における甲の債務について履行の見込みがあるものと判断し

ております。 

 

７．吸収合併契約等備置開始日後、吸収合併が効力を生ずる日までの間に、前各号に掲げる事項に変

更が生じたときは、変更後の当該事項（会社法施行規則第 182 条第１項第 6 号） 

変更がありましたら、ただちに開示いたします。 

以上 
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【別紙１】吸収合併契約書 
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【別紙２】 

① 株式分割 

分割の方法 2023 年３月 31 日（金）を基準日として、同日最終の株主名簿に記載または記録され

た株主の所有する当社普通株式を、１株につき３株の割合をもって分割する。 

株式分割の概要 

ア 株式分割前の発行済株式総数 126,610,077 株 

イ 今回の分割により増加する株式数 253,220,154 株 

ウ 株式分割後の発行済株式総数 379,830,231 株 

エ 株式分割後の発行可能株式総数 750,000,000 株 

 

② 自己株式の取得 

取得にかかる事項の内容 

ア 取得対象株式の種類  普通株式 

イ 取得した株式の総数  7,439,800 株 

ウ 株式の取得価額の総額  19,999,924,335 円 

エ 取得期間   2023 年 8 月 30 日から 10 月 5 日まで 

オ 取得方法   東京証券取引所における市場買付け 

 

③ 転換社債型新株予約権付社債の発行 

(1) 2028 年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債 

新株予約権に関する事項 

ア 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

本社債の額面金額と同額とする。 

イ 転換価額 

3,538 円 

ウ 新株予約権の割当日及び社債の払込期日 

2023 年 9 月 14 日 

エ 新株予約権を行使することができる期間 

オ 2023 年 9 月 28 日から 2028 年 8 月 31 日まで(行使請求受付場所現地時間)とする。 

カ 償還期限 

2028 年 9 月 14 日 

 

(2) 2030 年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債 

新株予約権に関する事項 

ア 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

本社債の額面金額と同額とする。 

イ 転換価額 

3,471 円 
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ウ 新株予約権の割当日及び社債の払込期日 

2023 年 9 月 14 日 

エ 新株予約権を行使することができる期間 

オ 2023 年 9 月 28 日から 2028 年 8 月 31 日まで(行使請求受付場所現地時間)とする。 

カ 償還期限 

2028 年 9 月 13 日 

 

④ 自己株式の処分 

処分の概要 

ア 処分した自己株式の種類 当社普通株式 

イ 処分した株式の数  270,000 株 

ウ 処分価額   1 株につき金 2,640.5 円 

エ 処分総額   712,935,000 円 

オ 処分先及びその人数 株式会社日本カストディ銀行（信託 E 口） 

以上 
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【別紙３】当社の計算書類等 
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